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(57)【要約】
【課題】屈曲耐性に優れ、かつ、環境変化による反りの
発生が抑制された有機ＥＬ表示装置を提供すること。
【解決手段】本発明の有機ＥＬ表示装置は、有機ＥＬパ
ネルと、該有機ＥＬパネルの一方の側に配置された第１
の光学積層体と、該有機ＥＬパネルの他方の側に配置さ
れた第２の光学積層体とを備え、該第１の光学積層体の
厚みが、３００μｍ以下であり、該第２の光学積層体の
厚みが、３００μｍ以下であり、該第１の光学積層体の
平衡水分率が、２．５％以下であり、該第２の光学積層
体の平衡水分率が、２．５％以下である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機ＥＬパネルと、該有機ＥＬパネルの一方の側に配置された第１の光学積層体と、該
有機ＥＬパネルの他方の側に配置された第２の光学積層体とを備え、
　該第１の光学積層体の厚みが、３００μｍ以下であり、
　該第２の光学積層体の厚みが、３００μｍ以下であり、
　該第１の光学積層体の平衡水分率が、２．５％以下であり、
　該第２の光学積層体の平衡水分率が、２．５％以下である、
　有機ＥＬ表示装置。
【請求項２】
　前記第１の光学積層体の厚みと前記第２光学積層体の厚みとの差の絶対値が、１５０μ
ｍ以下である、請求項１に記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項３】
　前記第１の光学積層体の平衡水分率と前記第２光学積層体の平衡水分率の差の絶対値が
、１％以下である、請求項１または２に記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項４】
　前記第１の光学積層体の２５℃における引張弾性率が、１．５ＧＰ～１０ＧＰａである
、請求項１から３のいずれかに記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項５】
　前記第２の光学積層体の２５℃における引張弾性率が、１．５ＧＰ～１０ＧＰａである
、請求項１から４のいずれかに記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項６】
　前記第１の光学積層体が、少なくとも基材と、偏光子と、光学補償層と、粘着剤層とを
この順に備える、請求項１から５のいずれかに記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項７】
　前記第１の光学積層体が、導電層を備える、請求項１から６のいずれかに記載の有機Ｅ
Ｌ表示装置。
【請求項８】
　反り量は、好ましくは３ｍｍ以下である、請求項１から７のいずれかに記載の有機ＥＬ
表示装置。
【請求項９】
　曲率半径１０ｍｍ以下で屈曲可能である、請求項１から８のいずれかに記載の有機ＥＬ
表示装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機ＥＬ表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、スマートフォンに代表されるスマートデバイス、またデジタルサイネージやウィ
ンドウディスプレイなどの表示装置が強い外光の下使用される機会が増加している。それ
に伴い、表示装置自体または表示装置に用いられるタッチパネル部やガラス基板、金属配
線等の反射体による外光反射や背景の映り込み等の問題が生じている。特に、近年実用化
されてきている有機エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）表示装置は、反射性の高い金属層
を有するため、外光反射や背景の映り込み等の問題を生じやすい。そこで、所定の機能を
有する光学積層体（例えば、反射防止フィルムとしての円偏光板）を用いて、これらの問
題を防ぐことが知られている（例えば、特許文献１）。
【０００３】
　近年、有機ＥＬ表示装置のフレキシブル化・屈曲可能化に対する要望が強まっている。



(3) JP 2018-56069 A 2018.4.5

10

20

30

40

50

フレキシブル性の高い有機ＥＬ表示装置は、軽量性、薄さ、可撓性に優れており、また意
匠性にも優れている等の種々の利点を有する。このようなフレキシブル性の高い有機ＥＬ
表示装置、特に、フォルダブルと呼ばれる折り畳み可能な表示装置に用いる光学積層体に
は、高い屈曲耐性（繰り返し曲げ性）が要求される。また、薄く、可撓性に優れた表示装
置でありながら、環境変化による反りなどの形状変化が生じないことも必要である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－１７１２３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は上記従来の課題を解決するためになされたものであり、その目的とするところ
は、屈曲耐性に優れ、かつ、環境変化による反りの発生が抑制された有機ＥＬ表示装置を
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の有機ＥＬ表示装置は、有機ＥＬパネルと、該有機ＥＬパネルの一方の側に配置
された第１の光学積層体と、該有機ＥＬパネルの他方の側に配置された第２の光学積層体
とを備え、該第１の光学積層体の厚みが、３００μｍ以下であり、該第２の光学積層体の
厚みが、３００μｍ以下であり、該第１の光学積層体の平衡水分率が、２．５％以下であ
り、該第２の光学積層体の平衡水分率が、２．５％以下である。
　１つの実施形態においては、上記第１の光学積層体の厚みと前記第２光学積層体の厚み
との差の絶対値が、１５０μｍ以下である。
　１つの実施形態においては、上記第１の光学積層体の平衡水分率と前記第２光学積層体
の平衡水分率の差の絶対値が、１％以下である。
　１つの実施形態においては、上記第１の光学積層体の２５℃における引張弾性率が、１
．５ＧＰ～１０ＧＰａである。
　１つの実施形態においては、上記第２の光学積層体の２５℃における引張弾性率が、１
．５ＧＰ～１０ＧＰａである。
　１つの実施形態においては、上記第１の光学積層体が、少なくとも基材と、偏光子と、
光学補償層と、粘着剤層とをこの順に備える。
　１つの実施形態においては、上記第１の光学積層体が、導電層を備える。
　１つの実施形態においては、上記有機ＥＬ表示装置の反り量は、好ましくは３ｍｍ以下
である。
　１つの実施形態においては、上記有機ＥＬ表示装置は、曲率半径１０ｍｍ以下で屈曲可
能である。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、屈曲耐性に優れ、かつ、環境変化による反りの発生が抑制された有機
ＥＬ表示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の１つの実施形態による有機ＥＬ表示装置の概略断面図である。
【図２】本発明に用いられる有機ＥＬパネルの一形態を説明する概略断面図である。
【図３】実施例および比較例の耐折性試験に用いられる耐折試験機を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の代表的な実施形態について説明するが、本発明はこれらの実施形態には
限定されない。
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【００１０】
（用語および記号の定義）
　本明細書における用語および記号の定義は下記の通りである。
（１）屈折率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）
　「ｎｘ」は面内の屈折率が最大になる方向（すなわち、遅相軸方向）の屈折率であり、
「ｎｙ」は面内で遅相軸と直交する方向（すなわち、進相軸方向）の屈折率であり、「ｎ
ｚ」は厚み方向の屈折率である。
（２）面内位相差（Ｒｅ）
　「Ｒｅ（λ）」は、２３℃における波長λｎｍの光で測定したフィルムの面内位相差で
ある。例えば、「Ｒｅ（４５０）」は、２３℃における波長４５０ｎｍの光で測定したフ
ィルムの面内位相差である。Ｒｅ（λ）は、フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、式
：Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄによって求められる。
（３）厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）
　「Ｒｔｈ（λ）」は、２３℃における波長５５０ｎｍの光で測定したフィルムの厚み方
向の位相差である。例えば、「Ｒｔｈ（４５０）」は、２３℃における波長４５０ｎｍの
光で測定したフィルムの厚み方向の位相差である。Ｒｔｈ（λ）は、フィルムの厚みをｄ
（ｎｍ）としたとき、式：Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄによって求められる。
（４）Ｎｚ係数
　Ｎｚ係数は、Ｎｚ＝Ｒｔｈ／Ｒｅによって求められる。
（５）液晶化合物の配向固化層
　「配向固化層」とは、液晶化合物が層内で所定の方向に配向し、その配向状態が固定さ
れている層をいう。なお、「配向固化層」は、液晶モノマーを硬化させて得られる配向硬
化層を包含する概念である。
（６）角度
　本明細書において角度に言及するときは、特に明記しない限り、当該角度は時計回りお
よび反時計回りの両方の方向の角度を包含する。
【００１１】
Ａ．有機ＥＬ表示装置の全体構成
　図１は、本発明の１つの実施形態による有機ＥＬ表示装置の概略断面図である。本実施
形態の有機ＥＬ表示装置１００は、有機ＥＬパネル２００と、有機ＥＬパネル２００の一
方の側に配置された第１の光学積層体３００と、有機ＥＬパネル２００の他方の側に配置
された第２の光学積層体４００とを備える。
【００１２】
　１つの実施形態においては、第１の光学積層体３００は、偏光子３２０と、偏光子３２
０の少なくとも片側に配置された光学補償層３３０とを備える。１つの実施形態において
は、光学補償層３３０と偏光子３２０との積層体が円偏光板として機能する。第１の光学
積層体３００は、光学補償層３３０を基準にして、偏光子３２０が視認側となるようにし
て配置されることが好ましい。
【００１３】
　１つの実施形態においては、第１の光学積層体３００は、基材３１０と、偏光子３２０
と、光学補償層３３０と、粘着剤層３４０とをこの順に備える。好ましくは、第１の光学
積層体３００は、基材３１０が視認側となるようにして、有機ＥＬパネル２００の視認側
に配置される。基材３１０は可撓性であることが好ましい。１つの実施形態においては、
基材３１０は、表面保護層として、有機ＥＬ表示装置のカバーガラスを代替する機能を有
し、かつ、偏光子３２０の保護層として機能する。カバーガラスを代替する結果、光学積
層体（結果として、有機ＥＬ表示装置）の薄型化が可能となる。好ましくは、基材３１０
と偏光子３２０とは、任意の適切な接着剤を介して積層される（図示せず）。
【００１４】
　第１の光学積層体の構成は、図１に示す構成に限定されず、任意の適切な構成であり得
る。必要に応じて、任意の適切な別の層がさらに設けられていてもよく、また、用途に応
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じていずれかの層が省略されていてもよい。また、各層の配置が、適宜、変更されてもよ
い。別の層としては、例えば、導電層、印刷層、カバーフィルム、反射防止層、防汚層、
フォースセンサ等が挙げられる。導電層は、例えば、光学補償層３３０の偏光子３２０と
は反対側に配置され得る。このような導電層を設けることにより、第１の光学積層体は、
有機ＥＬパネルと偏光子との間にタッチセンサが組み込まれた、いわゆるインナータッチ
パネル型入力表示装置に適用され得る。印刷層は、例えば、第１の光学積層体の周縁部（
より具体的には、有機ＥＬ表示装置のベゼルに対応する位置）に形成される。印刷層は、
基材３１０の偏光子３２０側に形成されてもよく、光学補償層３３０の偏光子３２０と反
対側に形成されてもよい。印刷層が光学補償層３３０の偏光子３２０と反対側に形成され
、かつ、導電層および印刷層の両方が形成される場合には、代表的には、光学補償層と導
電層との間に印刷層が形成され得る。
【００１５】
　１つの実施形態においては、第２の光学積層体４００は、基材４１０と、基材上に設け
られた粘着剤層４４０とを備える。基材４１０は、有機ＥＬパネル２００の表面保護層と
して機能し得る。基材４１０は可撓性であることが好ましい。好ましくは、第２の光学積
層体は、粘着剤層４４０を介して、有機ＥＬパネル２００に積層される。第２の光学積層
体の構成は、図１に示す構成に限定されず、任意の適切な構成であり得る。必要に応じて
、任意の適切な別の層がさらに設けられていてもよい。
【００１６】
　有機ＥＬ表示装置は、好ましくは屈曲可能である。より詳細には、有機ＥＬ表示装置の
少なくとも一部は、曲率半径が好ましくは１０ｍｍ以下で、より好ましくは８ｍｍ以下で
屈曲可能である。有機ＥＬ表示装置は、任意の適切な部分で屈曲可能である。例えば、有
機ＥＬ表示装置は、折り畳み式の表示装置のように中央部で屈曲可能であってもよく、デ
ザイン性と表示画面を最大限に確保するという観点から端部で屈曲可能であってもよい。
さらに、有機ＥＬ表示装置は、その長手方向に沿って屈曲可能であってもよく、その短手
方向に沿って屈曲可能であってもよい。用途に応じて有機ＥＬ表示装置の特定部分が屈曲
可能（例えば、四隅の一部または全部が斜め方向に屈曲可能）であればよいことは言うま
でもない。
【００１７】
　後述のように、光学補償層が位相差フィルムで構成される場合には、位相差フィルムの
遅相軸方向が有機ＥＬ表示装置の屈曲方向に対して好ましくは２０°～７０°、より好ま
しくは３０°～６０°、さらに好ましくは４０°～５０°、特に好ましくは４５°近傍と
なるように、第１の光学積層体が配置され得る。後述のように、光学補償層が第１の液晶
配向固化層と第２の液晶配向固化層との積層構造を有する場合には、第１の液晶配向固化
層の遅相軸方向が有機ＥＬ表示装置の屈曲方向に対して好ましくは１０°～２０°、より
好ましくは１１°～１９°、さらに好ましくは１２°～１８°、特に好ましくは１５°近
傍となるように、第１の光学積層体が配置され得る。この場合、第２の液晶配向固化層の
遅相軸方向は、有機ＥＬ表示装置の屈曲方向に対して好ましくは７０°～８０°、より好
ましくは７１°～７９°、さらに好ましくは７２°～７８°、特に好ましくは７５°近傍
となる。なお、第１の液晶配向固化層および第２の液晶配向固化層は非常に薄く屈曲の影
響が少ないので、軸角度の調整は位相差フィルムの場合ほど厳密でなくてもよい。いずれ
の実施形態においても、光学補償層の遅相軸方向と有機ＥＬ表示装置の屈曲方向との関係
を調整することにより、屈曲による色変化が抑制された屈曲可能な有機ＥＬ表示装置を得
ることができる。１つの実施形態においては、有機ＥＬ表示装置の屈曲方向は、長手方向
または長手方向に直交する方向（短手方向）である。このような実施形態においては、光
学積層体の偏光子の吸収軸を長手方向（または短手方向）に対して直交または平行に設定
すれば、有機ＥＬパネルに積層される際、光学補償層の遅相軸を位置合わせする必要はな
く、偏光子の吸収軸方向を位置合わせすればよい。このようにすれば、ロールトゥロール
による製造が可能となる。
【００１８】
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　上記有機ＥＬ表示装置の反り量は、好ましくは３ｍｍ以下であり、より好ましくは１ｍ
ｍ以下である。該反り量は、有機ＥＬ表示装置（対角線５インチの矩形状）を水平面に載
置し、４隅それぞれの水平面からの高さを測定して得られた測定値の平均値である。
【００１９】
Ｂ．第１の光学積層体
　第１の光学積層体の厚みは、３００μｍ以下であり、好ましくは２８０μｍ以下であり
、より好ましくは２６０μｍ以下であり、さらに好ましくは２５０μｍ以下であり、特に
好ましくは２００μｍ以下である。このような範囲であれば、薄型であり屈曲性に優れ、
かつ、繰り返し屈曲されても破損し難い有機ＥＬ表示装置を得ることができる。また、反
りの少ない有機ＥＬ表示装置を得ることができる。第１の光学積層体の厚みの下限は、そ
の構成にもよるが、例えば、５０μｍである。
【００２０】
　第１の光学積層体の厚みと、第２の光学積層体の厚みとは、同じであってもよく、異な
っていてもよい。第１の光学積層体の厚みと第２光学積層体の厚みとの差の絶対値は、好
ましくは１５０μｍ以下であり、より好ましくは１２０μｍ以下であり、さらに好ましく
は１００μｍ以下であり、特に好ましくは５０μｍ以下である。第１の光学積層体の厚み
と第２光学積層体の厚みとの差を小さくすることにより、反りのより少ない有機ＥＬ表示
装置を得ることができる。
【００２１】
　第１の光学積層体の平衡水分率は、２．５％以下である。このような範囲であれば、温
湿度環境の変化による反りの発生が抑制された有機ＥＬ表示装置を得ることができる。光
学積層体の平衡水分率は、光学積層体を構成する層の種類、厚み等により調整され得る。
例えば、光学積層体が、比較的含水率の高い層（例えば、偏光子、粘着剤層）を備える場
合、当該層の厚み、組成等により、該光学積層体の平衡水分率が調整される。本発明は、
光学積層体の厚みを特定し、かつ、平衡水分率を適切に調整することを特徴としており、
これにより、有機ＥＬ表示装置の反りが顕著に抑制される。なお、本明細書において「平
衡水分率」は、光学積層体を湿度５５％、温度２３℃で２４時間放置した際の平衡水分率
である。「平衡水分率」の測定方法は、後述する。
【００２２】
　第１の光学積層体の平衡水分率は、好ましくは２％以下であり、より好ましくは１．５
％以下である。このような範囲であれば、上記本発明の効果はより顕著となる。第１の光
学積層体の平衡水分率は小さいほど好ましいが、その下限は、例えば、０．３％である。
【００２３】
　第１の光学積層体の平衡水分率と第２光学積層体の平衡水分率の差の絶対値は、好まし
くは１％以下であり、より好ましくは０．８％以下であり、さらに好ましくは０．６％以
下であり、特に好ましくは０．５％以下である。第１の光学積層体の平衡水分率と第２光
学積層体の平衡水分率との差を小さくすることにより、反りのより少ない有機ＥＬ表示装
置を得ることができる。
【００２４】
　第１の光学積層体の加温（８０℃×２４ｈ）による収縮率は、加温前の面積に対して、
好ましくは１．０％以下であり、より好ましくは０．８％以下、さらに好ましくは０．５
％以下である。このような範囲であれば、環境変化による反りの発生を抑制することがで
きる。
【００２５】
　第１の光学積層体の引っ張り弾性率は、２５℃において、好ましくは１．５ＧＰａ～１
０ＧＰａであり、より好ましくは２ＧＰａ～８ＧＰａである。このような範囲であれば、
屈曲性に優れ、かつ、破断し難い光学積層体とすることができる。引っ張り弾性率は、Ｊ
ＩＳ　Ｋ　７１２７（試験片：ダンベル試験片）に準じて測定され得る。
【００２６】
　１つの実施形態においては、上記第１の光学積層体は長尺状である。長尺状の光学積層
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体は、例えば、ロール状に巻回されて保管および／または運搬され得る。
【００２７】
　以下、第１の光学積層体の代表的な構成要素について説明する。
【００２８】
Ｂ－１．基材
　１つの実施形態においては、基材は、ハードコート層と樹脂フィルムとを含む。光学積
層体において、ハードコート層は、樹脂フィルムの偏光子とは反対側の面に配置され得る
。樹脂フィルムの構成に応じて、ハードコート層は省略されてもよく、樹脂フィルムの両
側にハードコート層が形成されてもよい。基材は、偏光子に樹脂フィルムまたはハードコ
ート層と樹脂フィルムの積層体を直接貼り合せて形成されてもよく、後述の樹脂を含む塗
工液を偏光子に塗工して形成されてもよい。
【００２９】
Ｂ－１－１．基材の特性
　以下、基材の特性についての説明における「基材」は、樹脂フィルム単独の場合には樹
脂フィルムを、ハードコート層と樹脂フィルムとを含む場合にはこれらの積層体を意味す
る。
【００３０】
　上記基材は、曲率半径３ｍｍ以下（例えば、３ｍｍ、２ｍｍ、１ｍｍ）で好ましくは２
０万回、より好ましくは３０万回、さらに好ましくは５０万回折り曲げ可能な屈曲性を有
する。基材がこのような屈曲性を有することにより、光学積層体を有機ＥＬ表示装置に適
用した場合に屈曲可能または折り畳み可能な有機ＥＬ表示装置を実現することができる。
基材が樹脂フィルムの片側にハードコート層を有する場合、屈曲性の試験は、ハードコー
ト層を内側にして折り曲げて行われる。基材の屈曲性は、マンドリルを挟んで片側のチャ
ックが１８０°折り曲げを繰り返す耐折試験機にて測定され得る。
【００３１】
　基材は、好ましくは、折り曲げ後の復元性を有する。折り曲げ後の復元性とは、折り曲
げた後に折れ痕が残ることなく元の状態に戻ることをいう。折り曲げ後の復元性は、例え
ば基材（樹脂フィルムまたは積層体）を曲率半径１ｍｍで１８０°の折り曲げを繰り返し
た後に折れ痕がつくまでの繰り返し回数で評価され得る。基材は、好ましくは、当該条件
で１００００回以上という復元性を有する。
【００３２】
　基材の視認側表面（ハードコート層表面または樹脂フィルム表面）は、好ましくは９Ｈ
以上の鉛筆硬度を有する。さらに、当該視認側表面は、１０００ｇ荷重で好ましくは３０
０回、より好ましくは５００回、さらに好ましくは１０００回往復摩擦しても傷を生じな
い耐擦傷性を有する。鉛筆硬度および耐擦傷性がこのような範囲であれば、基材がカバー
ガラスの代替として良好に機能し得る。鉛筆硬度は、ＪＩＳ　Ｋ　５４００－５－４に準
じて測定され得る。また、耐擦傷性は、スチールウール＃００００で１０００ｇ荷重で表
面を所定の回数往復した際の傷の状態にて評価され得る。
【００３３】
　基材の光線透過率は、好ましくは９１％以上であり、より好ましくは９３％以上であり
、さらに好ましくは９５％以上である。基材ヘイズは、好ましくは０．５％以下であり、
より好ましくは０．４％以下であり、さらに好ましくは０．３％以下である。基材の光線
透過率および／またはヘイズがこのような範囲であれば、光学積層体が有機ＥＬ表示装置
に適用された場合に良好な視認性を実現することができる。
【００３４】
Ｂ－１－２．ハードコート層
　ハードコート層は、上記Ｂ－１－１項に記載の特性を満足し得る任意の適切な材料で構
成され得る。構成材料の具体例としては、熱硬化型樹脂、熱可塑型樹脂、活性エネルギー
線硬化型樹脂（例えば、紫外線硬化型樹脂、電子線硬化型樹脂）、二液混合型樹脂などが
挙げられる。紫外線硬化型樹脂が好ましい。簡単な加工操作にて効率よくハードコート層
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を形成することができるからである。紫外線硬化型樹脂としては、例えば、ポリエステル
系、アクリル系、ウレタン系、アミド系、シリコーン系、エポキシ系等の各種樹脂が挙げ
られる。これらは、紫外線硬化型のモノマー、オリゴマー、ポリマー等を含む。好ましく
は、アクリル系樹脂である。紫外線硬化型アクリル系樹脂は、紫外線重合官能基を好まし
くは２個以上、より好ましくは３～６個有するモノマー成分およびオリゴマー成分を含む
。代表的には、紫外線硬化型樹脂には、光重合開始剤が配合されている。硬化方式は、ラ
ジカル重合方式であってもよく、カチオン重合方式であってもよい。１つの実施形態にお
いては、上記構成材料にシリカ粒子やかご状シルセスキオキサン化合物などを配合した有
機無機ハイブリッド材料を用いてもよい。ハードコート層の構成材料および形成方法は、
例えば特開２０１１－２３７７８９号公報に記載されている。当該公報の記載は、本明細
書に参考として援用される。
【００３５】
　ハードコート層は、上記構成材料にスライドリング材料を配合して形成されてもよい。
スライドリング材料を配合することにより、良好な可撓性が付与され得る。スライドリン
グ材料の代表例としてはポリロタキサンが挙げられる。ポリロタキサンは、代表的には、
直鎖状のポリエチレングリコール（ＰＥＧ）主鎖をシクロデキストリン（ＣＤ）環状分子
がスライドする構造を有する。ＰＥＧ主鎖の両末端はアダマンタンアミンで修飾され、Ｃ
Ｄ環状分子の脱落が防止される。本発明に用いられるポリロタキサンにおいては、ＣＤ環
状分子は化学修飾されて活性エネルギー線重合性基が付与されている。スライドリング材
料を用いる場合、上記ハードコート層構成材料としては、ラジカル重合性基を有するラジ
カル重合性モノマーが好ましく用いられる。ラジカル重合性基としては、例えば、（メタ
）アクリロイル基、（メタ）アクリロイルオキシ基等が挙げられる。ポリロタキサンとの
相溶性に優れ、かつ、多様な材料選択が可能となるからである。ポリロタキサン（実質的
には、ＣＤ環状分子の重合性基）とハードコート層構成材料の活性エネルギー線硬化性成
分とが反応して硬化すると、硬化後においても架橋点が可動であるハードコート層が得ら
れる。その結果、折り曲げ時の応力を緩和することができ、折り曲げ耐久性が向上する。
ポリロタキサンおよび硬化メカニズムは、例えば特開２０１５－１５５５３０号公報に記
載されている。当該公報の記載は、本明細書に参考として援用される。
【００３６】
　ハードコート層は、上記構成材料にナノファイバーおよび／またはナノクリスタルを配
合して形成されてもよい。ナノファイバーの代表例としては、セルロースナノファイバー
、キチンナノファイバー、キトサンナノファイバーが挙げられる。これらを配合すること
により、優れた透明性を維持しつつ、可撓性、鉛筆硬度、耐擦傷性、耐摩耗性に優れたハ
ードコート層が得られ得る。ナノファイバーおよび／またはナノクリスタル（組み合わせ
て用いる場合にはその合計）は、ハードコート層全体に対して好ましくは０．１重量％～
４０重量％の割合で配合され得る。ナノファイバーは、平均繊維径が例えば１ｎｍ～１０
０ｎｍであり、平均繊維長が例えば１０ｎｍ～１０００ｎｍである。ナノファイバーを含
むハードコート層は、例えば特開２０１２－１３１２０１号公報、特開２０１２－１７１
１７１号公報に記載されている。当該公報の記載は、本明細書に参考として援用される。
【００３７】
　ハードコート層の厚みは、好ましくは１μｍ～２０μｍであり、より好ましくは２μｍ
～１５μｍである。厚みが小さすぎると、硬度が不十分であったり、折り曲げ等に起因す
る寸法変化の抑制効果が不十分である場合がある。厚みが大きすぎると、屈曲性および／
または折りたたみ性に悪影響を及ぼす場合がある。
【００３８】
Ｂ－１－３．樹脂フィルム
　樹脂フィルムは、上記Ｂ－１－１項に記載の特性を満足し得る任意の適切な材料で構成
され得る。構成材料の具体例としては、ポリエチレンテレフタレート系樹脂、ポリエチレ
ンナフタレート系樹脂、アセテート系樹脂、ポリエーテルスルホン系樹脂、ポリカーボネ
ート系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリイミド系樹脂、ポリアミドイミド系樹脂、ポリオレ
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フィン系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、ポリ塩化ビニル系樹脂、ポリ塩化ビニリデン系
樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリビニルアルコール系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ポリ
フェニレンサルファイド系樹脂等が挙げられる。これらの樹脂は、単独で用いてもよく、
２種以上を組み合わせて用いてもよい。好ましくは、ポリアリレート系樹脂および／また
はポリイミド系樹脂である。
【００３９】
　樹脂フィルムは、上記構成材料に微粒子を配合してもよい。より具体的には、樹脂フィ
ルムは、上記構成材料のマトリックス中にナノメートルオーダーの微粒子が分散した、い
わゆるナノコンポジットフィルムであってもよい。このような構成であれば、非常に優れ
た硬度および耐擦傷性が付与されるので、ハードコート層が省略され得る。微粒子の平均
粒子径は、例えば１ｎｍ～１００ｎｍ程度である。微粒子は、代表的には無機酸化物で構
成されている。好ましくは、微粒子は、所定の官能基で表面が修飾されている。微粒子を
構成する無機酸化物としては、例えば、酸化ジルコニウム、イットリア添加酸化ジルコニ
ウム、ジルコン酸鉛、チタン酸ストロンチウム、チタン酸スズ、酸化スズ、酸化ビスマス
、酸化ニオブ、酸化タンタル、タンタル酸カリウム、酸化タングステン、酸化セリウム、
酸化ランタン、酸化ガリウム等、シリカ、アルミナ、酸化チタン、酸化ジルコニウム、チ
タン酸バリウムが挙げられる。
【００４０】
　樹脂フィルムの厚みは、好ましくは５μｍ～１００μｍであり、より好ましくは１０μ
ｍ～８０μｍである。このような厚みであれば、薄型化、ハンドリング性、機械的強度の
バランスに優れる。
【００４１】
Ｂ－２．偏光子
　偏光子としては、任意の適切な偏光子が採用され得る。例えば、偏光子を形成する樹脂
フィルムは、単層の樹脂フィルムであってもよく、二層以上の積層体であってもよい。
【００４２】
　単層の樹脂フィルムから構成される偏光子の具体例としては、ポリビニルアルコール（
ＰＶＡ）系フィルム、部分ホルマール化ＰＶＡ系フィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合
体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素や二色性染料等の二色性物
質による染色処理および延伸処理が施されたもの、ＰＶＡの脱水処理物やポリ塩化ビニル
の脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げられる。好ましくは、光学特性に優れ
ることから、ＰＶＡ系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸して得られた偏光子が用いられ
る。
【００４３】
　上記ヨウ素による染色は、例えば、ＰＶＡ系フィルムをヨウ素水溶液に浸漬することに
より行われる。上記一軸延伸の延伸倍率は、好ましくは３～７倍である。延伸は、染色処
理後に行ってもよいし、染色しながら行ってもよい。また、延伸してから染色してもよい
。必要に応じて、ＰＶＡ系フィルムに、膨潤処理、架橋処理、洗浄処理、乾燥処理等が施
される。例えば、染色の前にＰＶＡ系フィルムを水に浸漬して水洗することで、ＰＶＡ系
フィルム表面の汚れやブロッキング防止剤を洗浄することができるだけでなく、ＰＶＡ系
フィルムを膨潤させて染色ムラなどを防止することができる。
【００４４】
　積層体を用いて得られる偏光子の具体例としては、樹脂基材と当該樹脂基材に積層され
たＰＶＡ系樹脂層（ＰＶＡ系樹脂フィルム）との積層体、あるいは、樹脂基材と当該樹脂
基材に塗布形成されたＰＶＡ系樹脂層との積層体を用いて得られる偏光子が挙げられる。
樹脂基材と当該樹脂基材に塗布形成されたＰＶＡ系樹脂層との積層体を用いて得られる偏
光子は、例えば、ＰＶＡ系樹脂溶液を樹脂基材に塗布し、乾燥させて樹脂基材上にＰＶＡ
系樹脂層を形成して、樹脂基材とＰＶＡ系樹脂層との積層体を得ること；当該積層体を延
伸および染色してＰＶＡ系樹脂層を偏光子とすること；により作製され得る。本実施形態
においては、延伸は、代表的には積層体をホウ酸水溶液中に浸漬させて延伸することを含
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む。さらに、延伸は、必要に応じて、ホウ酸水溶液中での延伸の前に積層体を高温（例え
ば、９５℃以上）で空中延伸することをさらに含み得る。得られた樹脂基材／偏光子の積
層体はそのまま用いてもよく（すなわち、樹脂基材を偏光子の保護層としてもよく）、樹
脂基材／偏光子の積層体から樹脂基材を剥離し、当該剥離面に目的に応じた任意の適切な
保護層を積層して用いてもよい。このような偏光子の製造方法の詳細は、例えば特開２０
１２－７３５８０号公報に記載されている。当該公報は、その全体の記載が本明細書に参
考として援用される。
【００４５】
　偏光子の厚みは、好ましくは２５μｍ以下であり、好ましくは１５μｍ以下であり、よ
り好ましくは１０μｍ以下であり、さらに好ましくは１μｍ～１０μｍであり、さらに好
ましくは３μｍ～１０μｍであり、特に好ましくは３μｍ～８μｍである。偏光子の厚み
がこのような範囲であれば、加熱時のカールを良好に抑制することができ、および、良好
な加熱時の外観耐久性が得られる。さらに、偏光子の厚みがこのような範囲であれば、光
学積層体（結果として、有機ＥＬ表示装置）の薄型化に貢献し得る。
【００４６】
　偏光子は、好ましくは、波長３８０ｎｍ～７８０ｎｍのいずれかの波長で吸収二色性を
示す。偏光子の単体透過率は、好ましくは４３．０％～４６．０％であり、より好ましく
は４４．５％～４６．０％である。偏光子の偏光度は、好ましくは９７．０％以上であり
、より好ましくは９９．０％以上であり、さらに好ましくは９９．９％以上である。
【００４７】
Ｂ－３．光学補償層
　１つの実施形態においては、上記光学補償層は、位相差フィルムで構成されている。こ
の場合、当該位相差フィルムは、偏光子の保護層（内側保護層）としても機能し得る。そ
の結果、光学積層体（結果として、有機ＥＬ表示装置）のさらなる薄型化に貢献し得る。
なお、必要に応じて、偏光子と位相差フィルムとの間に内側保護層（内側保護フィルム）
が配置されてもよい。
【００４８】
　別の実施形態においては、光学補償層は、液晶化合物の配向固化層（以下、単に液晶配
向固化層と称する）の積層構造を有する。液晶化合物を用いることにより、得られる光学
補償層のｎｘとｎｙとの差を非液晶材料に比べて格段に大きくすることができるので、所
望の面内位相差を得るための光学補償層の厚みを格段に小さくすることができる。その結
果、光学積層体（結果として、有機ＥＬ表示装置）のさらなる薄型化を実現することがで
きる。
【００４９】
Ｂ－３－１．位相差フィルムで構成される光学補償層
　光学補償層が位相差フィルムで構成される場合、当該位相差フィルムは、いわゆるλ／
４板として機能し得る。位相差フィルムの面内位相差Ｒｅ（５５０）は、好ましくは１０
０ｎｍ～１８０ｎｍ、より好ましくは１３５ｎｍ～１５５ｎｍである。
【００５０】
　位相差フィルムは、Ｒｅ（４５０）＜Ｒｅ（５５０）＜Ｒｅ（６５０）の関係を満たす
ことが好ましい。すなわち、位相差フィルムは、位相差値が測定光の波長に応じて大きく
なる逆分散の波長依存性を示すことが好ましい。位相差フィルムのＲｅ（４５０）／Ｒｅ
（５５０）は、好ましくは０．８以上１．０未満であり、より好ましくは０．８～０．９
５である。Ｒｅ（５５０）／Ｒｅ（６５０）は、好ましくは０．８以上１．０未満であり
、より好ましくは０．８～０．９７である。
【００５１】
　位相差フィルムは、代表的には屈折率特性がｎｘ＞ｎｙの関係を示し、遅相軸を有する
。位相差フィルムの遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度は、好ましくは３５°～５５°
であり、より好ましくは３８°～５２°であり、さらに好ましくは４２°～４８°であり
、特に好ましくは約４５°である。当該角度がこのような範囲であれば、位相差フィルム
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をλ／４板とすることにより、非常に優れた円偏光特性（結果として、非常に優れた反射
防止特性）を有する光学積層体が得られ得る。
【００５２】
　位相差フィルムは、ｎｘ＞ｎｙの関係を有する限り、任意の適切な屈折率楕円体を示す
。好ましくは、位相差フィルムの屈折率楕円体は、ｎｘ＞ｎｙ≧ｎｚの関係を示す。なお
、ここで「ｎｙ＝ｎｚ」はｎｙとｎｚが完全に等しい場合だけではなく、実質的に等しい
場合を包含する。したがって、本発明の効果を損なわない範囲で、ｎｙ＜ｎｚとなる場合
があり得る。位相差フィルムのＮｚ係数は、好ましくは０．９～２であり、より好ましく
は０．９～１．５であり、さらに好ましくは０．９～１．３である。このような関係を満
たすことにより、光学積層体を有機ＥＬ表示装置に用いた場合に、非常に優れた反射色相
を達成し得る。
【００５３】
　位相差フィルムは、その光弾性係数の絶対値が、好ましくは２×１０－１２（ｍ２／Ｎ
）以上であり、より好ましくは１０×１０－１２（ｍ２／Ｎ）～１００×１０－１２（ｍ
２／Ｎ）であり、さらに好ましくは２０×１０－１２（ｍ２／Ｎ）～４０×１０－１２（
ｍ２／Ｎ）である。光弾性係数の絶対値がこのような範囲であれば、小さい厚みでも十分
な位相差を確保しつつ有機ＥＬ表示装置の屈曲性を維持することができ、さらに、屈曲時
の応力による位相差変化（結果として、有機ＥＬ表示装置の色変化）をより抑制すること
ができる。
【００５４】
　位相差フィルムの厚みは、好ましくは１μｍ～７０μｍであり、より好ましくは１μｍ
～２０μｍであり、さらに好ましくは１μｍ～１０μｍである。本発明の光学積層体は、
所望の光学特性を維持しつつ従来のλ／４板よりも厚みが薄いフィルムを用いることがで
きるので、光学積層体（結果として、有機ＥＬ表示装置）の薄型化に貢献することができ
る。
【００５５】
　位相差フィルムは、上記のような特性を満足し得る任意の適切な樹脂で形成される。位
相差フィルムを形成する樹脂としては、ポリカーボネート樹脂、ポリビニルアセタール樹
脂、シクロオレフィン系樹脂、アクリル系樹脂、セルロースエステル系樹脂等が挙げられ
る。好ましくは、ポリカーボネート樹脂である。
【００５６】
　上記ポリカーボネート樹脂としては、本発明の効果が得られる限りにおいて、任意の適
切なポリカーボネート樹脂を用いることができる。好ましくは、ポリカーボネート樹脂は
、フルオレン系ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位と、イソソルビド系ジヒドロキシ
化合物に由来する構造単位と、脂環式ジオール、脂環式ジメタノール、ジ、トリまたはポ
リエチレングリコール、ならびに、アルキレングリコールまたはスピログリコールからな
る群から選択される少なくとも１つのジヒドロキシ化合物に由来する構造単位と、を含む
。好ましくは、ポリカーボネート樹脂は、フルオレン系ジヒドロキシ化合物に由来する構
造単位と、イソソルビド系ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位と、脂環式ジメタノー
ルに由来する構造単位ならびに／あるいはジ、トリまたはポリエチレングリコールに由来
する構造単位と、を含み；さらに好ましくは、フルオレン系ジヒドロキシ化合物に由来す
る構造単位と、イソソルビド系ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位と、ジ、トリまた
はポリエチレングリコールに由来する構造単位と、を含む。ポリカーボネート樹脂は、必
要に応じてその他のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を含んでいてもよい。なお、
本発明に好適に用いられ得るポリカーボネート樹脂の詳細は、例えば、特開２０１４－１
０２９１号公報、特開２０１４－２６２６６号公報に記載されており、当該記載は本明細
書に参考として援用される。
【００５７】
　ポリカーボネート樹脂のガラス転移温度は、１１０℃以上２５０℃以下であることが好
ましく、より好ましくは１２０℃以上２３０℃以下である。ガラス転移温度が過度に低い
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と耐熱性が悪くなる傾向にあり、フィルム成形後に寸法変化を起こす可能性があり、又、
得られる有機ＥＬ表示装置の画像品質を下げる場合がある。ガラス転移温度が過度に高い
と、フィルム成形時の成形安定性が悪くなる場合があり、又フィルムの透明性を損なう場
合がある。なお、ガラス転移温度は、ＪＩＳ　Ｋ　７１２１（１９８７）に準じて求めら
れる。
【００５８】
　前記ポリカーボネート樹脂の分子量は、還元粘度で表すことができる。還元粘度は、溶
媒として塩化メチレンを用い、ポリカーボネート濃度を０．６ｇ／ｄＬに精密に調製し、
温度２０．０℃±０．１℃でウベローデ粘度管を用いて測定される。還元粘度の下限は、
通常０．３０ｄＬ／ｇが好ましく、より好ましくは０．３５ｄＬ／ｇ以上である。還元粘
度の上限は、通常１．２０ｄＬ／ｇが好ましく、より好ましくは１．００ｄＬ／ｇ、更に
好ましくは０．８０ｄＬ／ｇである。還元粘度が前記下限値より小さいと成形品の機械的
強度が小さくなるという問題が生じる場合がある。一方、還元粘度が前記上限値より大き
いと、成形する際の流動性が低下し、生産性や成形性が低下するという問題が生じる場合
がある。
【００５９】
　位相差フィルムは、例えば、上記ポリカーボネート系樹脂から形成されたフィルムを延
伸することにより得られる。ポリカーボネート系樹脂からフィルムを形成する方法として
は、任意の適切な成形加工法が採用され得る。具体例としては、圧縮成形法、トランスフ
ァー成形法、射出成形法、押出成形法、ブロー成形法、粉末成形法、ＦＲＰ成形法、キャ
スト塗工法（例えば、流延法）、カレンダー成形法、熱プレス法等が挙げられる。押出成
形法またはキャスト塗工法が好ましい。得られるフィルムの平滑性を高め、良好な光学的
均一性を得ることができるからである。成形条件は、使用される樹脂の組成や種類、位相
差フィルムに所望される特性等に応じて適宜設定され得る。
【００６０】
　樹脂フィルム（未延伸フィルム）の厚みは、得られる位相差フィルムの所望の厚み、所
望の光学特性、後述の延伸条件などに応じて、任意の適切な値に設定され得る。好ましく
は５０μｍ～３００μｍである。
【００６１】
　上記延伸は、任意の適切な延伸方法、延伸条件（例えば、延伸温度、延伸倍率、延伸方
向）が採用され得る。具体的には、自由端延伸、固定端延伸、自由端収縮、固定端収縮な
どの様々な延伸方法を、単独で用いることも、同時もしくは逐次で用いることもできる。
延伸方向に関しても、長さ方向、幅方向、厚さ方向、斜め方向等、様々な方向や次元に行
なうことができる。
【００６２】
　上記延伸方法、延伸条件を適宜選択することにより、上記所望の光学特性（例えば、屈
折率特性、面内位相差、Ｎｚ係数）を有する位相差フィルムを得ることができる。
【００６３】
　１つの実施形態においては、位相差フィルムは、樹脂フィルムを一軸延伸もしくは固定
端一軸延伸することにより作製される。固定端一軸延伸の具体例としては、樹脂フィルム
を長手方向に走行させながら、幅方向（横方向）に延伸する方法が挙げられる。延伸倍率
は、好ましくは１．１倍～３．５倍である。
【００６４】
　別の実施形態においては、位相差フィルムは、長尺状の樹脂フィルムを長手方向に対し
て所定の角度の方向に連続的に斜め延伸することにより作製され得る。斜め延伸を採用す
ることにより、フィルムの長手方向に対して所定の角度の配向角（所定の角度の方向に遅
相軸）を有する長尺状の延伸フィルムが得られ、例えば、偏光子との積層に際してロール
トゥロールが可能となり、製造工程を簡略化することができる。なお、上記所定の角度は
、光学積層体において偏光子の吸収軸と位相差層の遅相軸とがなす角度であり得る。当該
角度は、上記のとおり、好ましくは３５°～５５°であり、より好ましくは３８°～５２
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°であり、さらに好ましくは４２°～４８°である。
【００６５】
　斜め延伸に用いる延伸機としては、例えば、横および／または縦方向に、左右異なる速
度の送り力もしくは引張り力または引き取り力を付加し得るテンター式延伸機が挙げられ
る。テンター式延伸機には、横一軸延伸機、同時二軸延伸機等があるが、長尺状の樹脂フ
ィルムを連続的に斜め延伸し得る限り、任意の適切な延伸機が用いられ得る。
【００６６】
　上記延伸機において左右の速度をそれぞれ適切に制御することにより、上記所望の面内
位相差を有し、かつ、上記所望の方向に遅相軸を有する位相差フィルム（実質的には、長
尺状の位相差フィルム）が得られ得る。
【００６７】
　斜め延伸の方法としては、例えば、特開昭５０－８３４８２号公報、特開平２－１１３
９２０号公報、特開平３－１８２７０１号公報、特開２０００－９９１２号公報、特開２
００２－８６５５４号公報、特開２００２－２２９４４号公報等に記載の方法が挙げられ
る。
【００６８】
　上記フィルムの延伸温度は、位相差フィルムに所望される面内位相差値および厚み、使
用される樹脂の種類、使用されるフィルムの厚み、延伸倍率等に応じて変化し得る。具体
的には、延伸温度は、好ましくはＴｇ－３０℃～Ｔｇ＋３０℃、さらに好ましくはＴｇ－
１５℃～Ｔｇ＋１５℃、最も好ましくはＴｇ－１０℃～Ｔｇ＋１０℃である。このような
温度で延伸することにより、本発明において適切な特性を有する位相差フィルムが得られ
得る。なお、Ｔｇは、フィルムの構成材料のガラス転移温度である。
【００６９】
　ポリカーボネート系樹脂フィルムとして市販のフィルムを用いてもよい。市販品の具体
例としては、帝人社製の商品名「ピュアエースＷＲ－Ｓ」、「ピュアエースＷＲ－Ｗ」、
「ピュアエースＷＲ－Ｍ」、日東電工社製の商品名「ＮＲＦ」が挙げられる。市販のフィ
ルムをそのまま用いてもよく、市販のフィルムを目的に応じて２次加工（例えば、延伸処
理、表面処理）して用いてもよい。
【００７０】
（内側保護層）
　上記内側保護層（内側保護フィルム）を設ける場合には、当該内側保護フィルムは、光
学的に等方性であることが好ましい。本明細書において「光学的に等方性である」とは、
面内位相差Ｒｅ（５５０）が０ｎｍ～１０ｎｍであり、厚み方向の位相差Ｒｔｈ（５５０
）が－１０ｎｍ～＋１０ｎｍであることをいう。
【００７１】
　内側保護フィルムの厚みは、好ましくは２０μｍ～２００μｍ、より好ましくは３０μ
ｍ～１００μｍ、さらに好ましくは３５μｍ～９５μｍである。
【００７２】
　内側保護フィルムは、上記所望の特性が得られる限り任意の適切なフィルムで形成され
る。当該フィルムの主成分となる材料の具体例としては、トリアセチルセルロース（ＴＡ
Ｃ）等のセルロース系樹脂や、ポリエステル系、ポリビニルアルコール系、ポリカーボネ
ート系、ポリアミド系、ポリイミド系、ポリエーテルスルホン系、ポリスルホン系、ポリ
スチレン系、ポリノルボルネン系、ポリオレフィン系、（メタ）アクリル系、アセテート
系等の透明樹脂等が挙げられる。また、（メタ）アクリル系、ウレタン系、（メタ）アク
リルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化型樹脂または紫外線硬化型樹脂等
も挙げられる。この他にも、例えば、シロキサン系ポリマー等のガラス質系ポリマーも挙
げられる。また、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載の
ポリマーフィルムも使用できる。このフィルムの材料としては、例えば、側鎖に置換また
は非置換のイミド基を有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換または非置換のフェニル基なら
びにニトリル基を有する熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物が使用でき、例えば、イソブ



(14) JP 2018-56069 A 2018.4.5

10

20

30

40

50

テンとＮ－メチルマレイミドからなる交互共重合体と、アクリロニトリル・スチレン共重
合体とを有する樹脂組成物が挙げられる。当該ポリマーフィルムは、例えば、上記樹脂組
成物の押出成形物であり得る。
【００７３】
Ｂ－３－２．液晶配向固化層の積層体で構成される光学補償層
　１つの実施形態においては、液晶配向固化層の積層体で構成される光学補償層は、第１
の液晶配向固化層と第２の液晶配向固化層とを有する。光学積層体において、光学補償層
は、偏光子の側から順に、第１の液晶配向固化層と第２の液晶配向固化層とを有し得る。
【００７４】
（第１の液晶配向固化層）
　第１の液晶配向固化層は、いわゆるλ／２板として機能し得る。第１の液晶配向固化層
をいわゆるλ／２板とし、後述の第２の液晶配向固化層をいわゆるλ／４板とし、これら
の遅相軸を偏光子の吸収軸に対して所定の方向に設定することにより、広帯域において優
れた円偏光特性を有する光学積層体が得られ得る。第１の液晶配向固化層の面内位相差Ｒ
ｅ（５５０）は、好ましくは１８０ｎｍ～３２０ｎｍであり、より好ましくは２００ｎｍ
～２９０ｎｍであり、さらに好ましくは２３０ｎｍ～２８０ｎｍである。
【００７５】
　第１の液晶配向固化層の屈折率楕円体は、代表的にはｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚの関係を示す。
第１の液晶配向固化層の遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度は、好ましくは１０°～２
０°であり、より好ましくは１３°～１７°であり、さらに好ましくは約１５°である。
第１の液晶配向固化層の遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度がこのような範囲であれば
、第１の液晶配向固化層および第２の液晶配向固化層の面内位相差をそれぞれ所定の範囲
に設定し、第２の液晶配向固化層の遅相軸を偏光子の吸収軸に対して後述のような所定の
角度で配置することにより、広帯域において非常に優れた円偏光特性（結果として、非常
に優れた反射防止特性）を有する光学積層体が得られ得る。
【００７６】
　第１の液晶配向固化層の厚みは、好ましくは１μｍ～７μｍであり、より好ましくは１
．５μｍ～２．５μｍである。上記のとおり、液晶化合物を用いることにより、得られる
光学補償層のｎｘとｎｙとの差を非液晶材料に比べて格段に大きくすることができるので
、所望の面内位相差を得るための層厚みを格段に小さくすることができる。したがって、
樹脂フィルムよりも格段に薄い厚みで樹脂フィルムと同等の面内位相差を実現することが
できる。
【００７７】
　本実施形態においては、第１の液晶配向固化層は、代表的には、棒状の液晶化合物が所
定の方向に並んだ状態で配向している（ホモジニアス配向）。液晶化合物の配向方向に遅
相軸が発現し得る。液晶化合物としては、例えば、液晶相がネマチック相である液晶化合
物（ネマチック液晶）が挙げられる。このような液晶化合物として、例えば、液晶ポリマ
ーや液晶モノマーが使用可能である。液晶化合物の液晶性の発現機構は、リオトロピック
でもサーモトロピックでもどちらでもよい。液晶ポリマーおよび液晶モノマーは、それぞ
れ単独で用いてもよく、組み合わせてもよい。
【００７８】
　液晶化合物が液晶モノマーである場合、当該液晶モノマーは、重合性モノマーおよび架
橋性モノマーであることが好ましい。液晶モノマーを重合または架橋（すなわち、硬化）
させることにより、液晶モノマーの配向状態を固定できるからである。液晶モノマーを配
向させた後に、例えば、液晶モノマー同士を重合または架橋させれば、それによって上記
配向状態を固定することができる。ここで、重合によりポリマーが形成され、架橋により
３次元網目構造が形成されることとなるが、これらは非液晶性である。したがって、形成
された第１の液晶配向固化層は、例えば、液晶性化合物に特有の温度変化による液晶相、
ガラス相、結晶相への転移が起きることはない。その結果、第１の液晶配向固化層は、温
度変化に影響されない、極めて安定性に優れた層となる。
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【００７９】
　液晶モノマーが液晶性を示す温度範囲は、その種類に応じて異なる。具体的には、当該
温度範囲は、好ましくは４０℃～１２０℃であり、さらに好ましくは５０℃～１００℃で
あり、最も好ましくは６０℃～９０℃である。
【００８０】
　上記液晶モノマーとしては、任意の適切な液晶モノマーが採用され得る。例えば、特表
２００２－５３３７４２（ＷＯ００／３７５８５）、ＥＰ３５８２０８（ＵＳ５２１１８
７７）、ＥＰ６６１３７（ＵＳ４３８８４５３）、ＷＯ９３／２２３９７、ＥＰ０２６１
７１２、ＤＥ１９５０４２２４、ＤＥ４４０８１７１、およびＧＢ２２８０４４５等に記
載の重合性メソゲン化合物等が使用できる。このような重合性メソゲン化合物の具体例と
しては、例えば、ＢＡＳＦ社の商品名ＬＣ２４２、Ｍｅｒｃｋ社の商品名Ｅ７、Ｗａｃｋ
ｅｒ－Ｃｈｅｍ社の商品名ＬＣ－Ｓｉｌｌｉｃｏｎ－ＣＣ３７６７が挙げられる。液晶モ
ノマーとしては、例えばネマチック性液晶モノマーが好ましい。
【００８１】
　第１の液晶配向固化層は、所定の基材の表面に配向処理を施し、当該表面に液晶化合物
を含む塗工液を塗工して当該液晶化合物を上記配向処理に対応する方向に配向させ、当該
配向状態を固定することにより形成され得る。このような配向処理を用いることにより、
長尺状の基材の長尺方向に対して所定の方向に液晶化合物を配向させることができ、結果
として、形成される液晶配向固化層の所定方向に遅相軸を発現させることができる。例え
ば、長尺状の基材上に長尺方向に対して１５°の方向に遅相軸を有する液晶配向固化層を
形成することができる。このような液晶配向固化層は、斜め方向に遅相軸を有することが
所望される場合であっても、ロールトゥロールを用いて積層することができるので、光学
積層体の生産性が格段に向上し得る。１つの実施形態においては、基材は任意の適切な樹
脂フィルムであり、当該基材上に形成された配向固化層は、偏光子の表面に転写され得る
。別の実施形態においては、基材は内側保護層（内側保護フィルム）であり得る。この場
合には転写工程が省略され、配向固化層の形成から連続してロールトゥロールにより積層
が行われ得る。
【００８２】
　上記配向処理としては、任意の適切な配向処理が採用され得る。具体的には、機械的な
配向処理、物理的な配向処理、化学的な配向処理が挙げられる。機械的な配向処理の具体
例としては、ラビング処理、延伸処理が挙げられる。物理的な配向処理の具体例としては
、磁場配向処理、電場配向処理が挙げられる。化学的な配向処理の具体例としては、斜方
蒸着法、光配向処理が挙げられる。各種配向処理の処理条件は、目的に応じて任意の適切
な条件が採用され得る。
【００８３】
　液晶化合物の配向は、液晶化合物の種類に応じて液晶相を示す温度で処理することによ
り行われる。このような温度処理を行うことにより、液晶化合物が液晶状態をとり、基材
表面の配向処理方向に応じて当該液晶化合物が配向する。
【００８４】
　配向状態の固定は、１つの実施形態においては、上記のように配向した液晶化合物を冷
却することにより行われる。液晶化合物が重合性モノマーまたは架橋性モノマーである場
合には、配向状態の固定は、上記のように配向した液晶化合物に重合処理または架橋処理
を施すことにより行われる。
【００８５】
　液晶化合物の具体例および配向固化層の形成方法の詳細は、特開２００６－１６３３４
３号公報に記載されている。当該公報の記載は本明細書に参考として援用される。
【００８６】
（第２の液晶配向固化層）
　第２の液晶配向固化層は、いわゆるλ／４板として機能し得る。第２の液晶配向固化層
をいわゆるλ／４板とし、第１の液晶配向固化層を上記のようにいわゆるλ／２板とし、
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これらの遅相軸を偏光子の吸収軸に対して所定の方向に設定することにより、広帯域にお
いて優れた円偏光特性を有する光学積層体が得られ得る。第２の液晶配向固化層の面内位
相差Ｒｅ（５５０）は、上記のとおり好ましくは１００ｎｍ～１８０ｎｍであり、より好
ましくは１１０ｎｍ～１７０ｎｍであり、さらに好ましくは１２０ｎｍ～１６０ｎｍであ
る。
【００８７】
　第２の液晶配向固化層の屈折率楕円体は、代表的にはｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚの関係を示す。
第２の液晶配向固化層の遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度は、上記のとおり好ましく
は６５°～８５°であり、より好ましくは７２°～７８°であり、さらに好ましくは約７
５°である。第２の液晶配向固化層の遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度がこのような
範囲であれば、第１の液晶配向固化層および第２の液晶配向固化層の面内位相差をそれぞ
れ所定の範囲に設定し、第１の液晶配向固化層の遅相軸を偏光子の吸収軸に対して上記の
ような所定の角度で配置することにより、広帯域において非常に優れた円偏光特性（結果
として、非常に優れた反射防止特性）を有する光学積層体が得られ得る。
【００８８】
　第２の液晶配向固化層の厚みは、好ましくは０．５μｍ～２μｍであり、より好ましく
は１μｍ～１．５μｍである。
【００８９】
　第２の液晶配向固化層の構成材料、特性、製造方法等は、第１の液晶配向固化層に関し
て上記Ｄ－２－１項で説明したとおりである。
【００９０】
　第１の液晶配向固化層の遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度が約１５°であり、第２
の液晶配向固化層の遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度が約７５°である実施形態につ
いて説明したが、この軸角度の関係は逆であってもよい。具体的には、第１の液晶配向固
化層の遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度は、好ましくは６５°～８５°、より好まし
くは７２°～７８°、さらに好ましくは約７５°であってもよく、この場合、第２の液晶
配向固化層の遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度は、好ましくは１０°～２０°、より
好ましくは１３°～１７°、さらに好ましくは約１５°であり得る。
【００９１】
Ｂ－４．粘着剤層または接着剤層
　光学積層体を構成する各層の積層には、任意の適切な粘着剤層または接着剤層が用いら
れる。
【００９２】
　接着剤層を構成する接着剤としては、任意の適切な形態の接着剤が採用され得る。具体
例としては、水性接着剤、溶剤型接着剤、エマルション系接着剤、無溶剤型接着剤、活性
エネルギー線硬化型接着剤、熱硬化型接着剤が挙げられる。活性エネルギー線硬化型接着
剤としては、電子線硬化型接着剤、紫外線硬化型接着剤、可視光線硬化型接着剤が挙げら
れる。水性接着剤および活性エネルギー線硬化型接着剤が好適に用いられ得る。水性接着
剤の具体例としては、イソシアネート系接着剤、ポリビニルアルコール系接着剤（ＰＶＡ
系接着剤）、ゼラチン系接着剤、ビニル系ラテックス系、水系ポリウレタン、水系ポリエ
ステルが挙げられる。活性エネルギー線硬化型接着剤の具体例としては、（メタ）アクリ
レート系接着剤が挙げられる。なお、（メタ）アクリレートとは、アクリレートおよび／
またはメタクリレートを意味する。（メタ）アクリレート系接着剤における硬化性成分と
しては、例えば、（メタ）アクリロイル基を有する化合物、ビニル基を有する化合物が挙
げられる。また、カチオン重合硬化型接着剤としてエポキシ基やオキセタニル基を有する
化合物も使用することができる。エポキシ基を有する化合物は、分子内に少なくとも２個
のエポキシ基を有するものであれば特に限定されず、一般に知られている各種の硬化性エ
ポキシ化合物を用いることができる。好ましいエポキシ化合物として、分子内に少なくと
も２個のエポキシ基と少なくとも１個の芳香環を有する化合物（芳香族系エポキシ化合物
）や、分子内に少なくとも２個のエポキシ基を有し、そのうちの少なくとも１個は脂環式
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環を構成する隣り合う２個の炭素原子との間で形成されている化合物（脂環式エポキシ化
合物）等が例として挙げられる。
【００９３】
　１つの実施形態においては、上記接着剤層を構成する接着剤として、ＰＶＡ系接着剤が
用いられる。ＰＶＡ系接着剤を用いることで、活性エネルギー線を透過しない材料を用い
た場合でも、材料どうしを接着することが可能となる。別の実施形態においては、上記接
着剤層を構成する接着剤として、活性エネルギー線硬化型接着剤が用いられる。活性エネ
ルギー線硬化型接着剤を用いれば、材料表面が疎水性でありＰＶＡ接着剤では接着しない
ような材料でも十分な層間剥離力を得ることができる。
【００９４】
　接着剤層の貯蔵弾性率は、７０℃以下の領域で好ましくは１．０×１０６Ｐａ以上であ
り、より好ましくは１．０×１０７Ｐａ以上である。接着剤層の貯蔵弾性率の上限は、例
えば１．０×１０１０Ｐａである。接着剤層の貯蔵弾性率は光学積層体にヒートサイクル
（－４０℃から８０℃など）をかけた際の偏光子クラックに影響し、貯蔵弾性率が低い場
合、偏光子クラックの不具合が発生しやすい。高い貯蔵弾性率を有する温度領域は、より
好ましくは８０℃以下であり、さらに好ましくは９０℃以下である。
【００９５】
　接着剤層の厚みは、代表的には０．０１μｍ～７μｍであり、好ましくは０．０１μｍ
～５μｍである。
【００９６】
　基材と偏光子との積層以外の積層には、上記接着剤層または粘着剤層が用いられ得る。
【００９７】
　粘着剤層を構成する粘着剤としては、例えば、アクリル系粘着剤、ゴム系粘着剤、ビニ
ルアルキルエーテル系粘着剤、シリコーン系粘着剤、ポリエステル系粘着剤、ポリアミド
系粘着剤、ウレタン系粘着剤、フッ素系粘着剤、エポキシ系粘着剤、ポリエーテル系粘着
剤が挙げられる。粘着剤は単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
透明性、加工性、耐久性などの点から、アクリル系粘着剤が好ましく用いられる。
【００９８】
　粘着剤層の厚みは、代表的には１０μｍ～２５０μｍであり、好ましくは１０μｍ～１
５０μｍである。粘着剤層は、単一層であってもよく、積層構造を有していてもよい。
【００９９】
　粘着剤層の貯蔵弾性率（Ｇ’）は、２５℃において、好ましくは０．０１ＭＰａ～１．
００ＭＰａであり、より好ましくは０．０５ＭＰａ～０．５０ＭＰａである。粘着剤層の
貯蔵弾性率がこのような範囲であれば、非常に優れた屈曲性を有する光学積層体が得られ
得る。結果として、屈曲可能または折りたたみ可能な有機ＥＬ表示装置を実現することが
できる。
【０１００】
Ｂ－５．導電層
　導電層は、代表的には透明である（すなわち、導電層は透明導電層である）。光学補償
層の偏光子と反対側に導電層を形成することにより、光学積層体は、表示セル（有機ＥＬ
セル）と偏光子との間にタッチセンサが組み込まれた、いわゆるインナータッチパネル型
入力表示装置に適用され得る。
【０１０１】
　導電層は、単独で光学積層体の構成層とされてもよく、基材との積層体（基材付導電層
）として光学補償層に積層されてもよい。導電層単独で構成される場合には、導電層は、
当該導電層が形成された基材から光学補償層に転写され得る。
【０１０２】
　導電層は、必要に応じてパターン化され得る。パターン化によって、導通部と絶縁部と
が形成され得る。結果として、電極が形成され得る。電極は、タッチパネルへの接触を感
知するタッチセンサ電極として機能し得る。パターンの形状はタッチパネル（例えば、静
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電容量方式タッチパネル）として良好に動作するパターンが好ましい。具体例としては、
特表２０１１－５１１３５７号公報、特開２０１０－１６４９３８号公報、特開２００８
－３１０５５０号公報、特表２００３－５１１７９９号公報、特表２０１０－５４１１０
９号公報に記載のパターンが挙げられる。
【０１０３】
　導電層の全光線透過率は、好ましくは８０％以上であり、より好ましくは８５％以上で
あり、さらに好ましくは９０％以上である。例えば、後述の導電性ナノワイヤを用いれば
、開口部が形成された透明導電層を形成することができ、光透過率の高い透明導電層を得
ることができる。
【０１０４】
　導電層の密度は、好ましくは１．０ｇ／ｃｍ３～１０．５ｇ／ｃｍ３であり、より好ま
しくは１．３ｇ／ｃｍ３～３．０ｇ／ｃｍ３である。
【０１０５】
　導電層の表面抵抗値は、好ましくは０．１Ω／□～１０００Ω／□であり、より好まし
くは０．５Ω／□～５００Ω／□であり、さらに好ましくは１Ω／□～２５０Ω／□であ
る。
【０１０６】
　導電層の代表例としては、金属酸化物を含む導電層、導電性ナノワイヤを含む導電層、
金属メッシュを含む導電層が挙げられる。好ましくは、導電性ナノワイヤを含む導電層ま
たは金属メッシュを含む導電層である。耐屈曲性に優れ、屈曲しても導電性が失われ難い
ので、良好に折り曲げ可能な導電層が形成され得るからである。
【０１０７】
　金属酸化物を含む導電層は、任意の適切な成膜方法（例えば、真空蒸着法、スパッタリ
ング法、ＣＶＤ法、イオンプレーティング法、スプレー法等）により、任意の適切な基材
上に、金属酸化物膜を成膜して形成され得る。金属酸化物としては、例えば、酸化インジ
ウム、酸化スズ、酸化亜鉛、インジウム－スズ複合酸化物、スズ－アンチモン複合酸化物
、亜鉛－アルミニウム複合酸化物、インジウム－亜鉛複合酸化物が挙げられる。なかでも
好ましくは、インジウム－スズ複合酸化物（ＩＴＯ）である。
【０１０８】
　導電性ナノワイヤを含む導電層は、導電性ナノワイヤを溶剤に分散させた分散液（導電
性ナノワイヤ分散液）を、任意の適切な基材上に塗布した後、塗布層を乾燥させて、形成
することができる。導電性ナノワイヤとしては、本発明の効果が得られる限りにおいて任
意の適切な導電性ナノワイヤが用いられ得る。導電性ナノワイヤとは、形状が針状または
糸状であり、径がナノメートルサイズの導電性物質をいう。導電性ナノワイヤは直線状で
あってもよく、曲線状であってもよい。導電性ナノワイヤを含む導電層は、上記のとおり
耐屈曲性に優れる。また、導電性ナノワイヤを含む導電層は、導電性ナノワイヤ同士が隙
間を形成して網の目状となることにより、少量の導電性ナノワイヤであっても良好な電気
伝導経路を形成することができ、電気抵抗の小さい導電層を得ることができる。さらに、
導電性ナノワイヤが網の目状となることにより、網の目の隙間に開口部を形成して、光透
過率の高い導電層を得ることができる。導電性ナノワイヤとしては、例えば、金属により
構成される金属ナノワイヤ、カーボンナノチューブを含む導電性ナノワイヤ等が挙げられ
る。
【０１０９】
　導電性ナノワイヤの太さｄと長さＬとの比（アスペクト比：Ｌ／ｄ）は、好ましくは１
０～１００，０００であり、より好ましくは５０～１００，０００であり、さらに好まし
くは１００～１０，０００である。このようにアスペクト比の大きい導電性ナノワイヤを
用いれば、導電性ナノワイヤが良好に交差して、少量の導電性ナノワイヤにより高い導電
性を発現させることができる。その結果、光透過率の高い導電層を得ることができる。な
お、本明細書において、「導電性ナノワイヤの太さ」とは、導電性ナノワイヤの断面が円
状である場合はその直径を意味し、楕円状である場合はその短径を意味し、多角形である
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場合は最も長い対角線を意味する。導電性ナノワイヤの太さおよび長さは、走査型電子顕
微鏡または透過型電子顕微鏡によって確認することができる。
【０１１０】
　導電性ナノワイヤの太さは、好ましくは５００ｎｍ未満であり、より好ましくは２００
ｎｍ未満であり、さらに好ましくは１ｎｍ～１００ｎｍであり、特に好ましくは１ｎｍ～
５０ｎｍである。このような範囲であれば、光透過率の高い導電層を形成することができ
る。導電性ナノワイヤの長さは、好ましくは２．５μｍ～１０００μｍであり、より好ま
しくは１０μｍ～５００μｍであり、さらに好ましくは２０μｍ～１００μｍである。こ
のような範囲であれば、導電性の高い導電層を得ることができる。
【０１１１】
　導電性ナノワイヤ（金属ナノワイヤ）を構成する金属としては、導電性の高い金属であ
る限り、任意の適切な金属が用いられ得る。金属ナノワイヤは、好ましくは、金、白金、
銀および銅からなる群より選ばれた１種以上の金属により構成される。なかでも好ましく
は、導電性の観点から、銀、銅または金であり、より好ましくは銀である。また、上記金
属にメッキ処理（例えば、金メッキ処理）を行った材料を用いてもよい。
【０１１２】
　カーボンナノチューブとしては、任意の適切なカーボンナノチューブが用いられ得る。
例えば、いわゆる多層カーボンナノチューブ、二層カーボンナノチューブ、単層カーボン
ナノチューブ等が用いられる。なかでも、導電性が高い点から、単層カーボンナノチュー
ブが好ましく用いられる。
【０１１３】
　金属メッシュとしては、本発明の効果が得られる限りにおいて任意の適切な金属メッシ
ュが用いられ得る。例えば、フィルム基材上に設けられた金属配線層が網目状にパターン
形成されたものを用いることができる。
【０１１４】
　導電性ナノワイヤおよび金属メッシュの詳細は、例えば、特開２０１４－１１３７０５
号公報および特開２０１４－２１９６６７号公報に記載されている。当該公報の記載は、
本明細書に参考として援用される。
【０１１５】
　導電層の厚みは、好ましくは０．０１μｍ～１０μｍであり、より好ましくは０．０５
μｍ～３μｍであり、さらに好ましくは０．１μｍ～１μｍである。このような範囲であ
れば、導電性および光透過性に優れる導電層を得ることができる。なお、導電層が金属酸
化物を含む場合、導電層の厚みは、好ましくは０．０１μｍ～０．０５μｍである。
【０１１６】
Ｂ－６．印刷層
　印刷層は、上記のとおり、光学積層体の周縁部、より具体的には平面視で有機ＥＬ表示
装置のベゼルに対応する位置に形成されている。これも上記のとおり、印刷層は、基材の
偏光子側（実質的には、樹脂フィルムの偏光子側）に形成されてもよく、光学補償層の偏
光子と反対側に形成されてもよい。印刷層は、所定のデザインが施された意匠層であって
もよく、ベタの着色層であってもよい。印刷層は、好ましくはベタの着色層であり、より
好ましくは黒色の着色層である。黒色の着色層をベゼルに対応する位置に形成することに
より、非表示領域を隠蔽することができるので、本実施形態の光学積層体を用いれば、ベ
ゼルを用いない有機ＥＬ表示装置を実現することができる。その結果、最表面に段差のな
い、きわめて優れた外観を有する有機ＥＬ表示装置を提供することができる。さらに、印
刷層を光学補償層に形成する場合には以下の利点が得られる：すなわち、このような構成
であれば、印刷層は必然的に偏光子の下側（有機ＥＬ表示装置側）に配置されることとな
り、その結果、印刷層の界面の反射光が偏光子により軽減される。したがって、さらに優
れた外観を有する有機ＥＬ表示装置を実現することができる。
【０１１７】
　印刷層は、任意の適切なインキまたは塗料を用いた任意の適切な印刷法により形成する
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ことができる。印刷法の具体例としては、グラビア印刷、オフセット印刷、シルクスクリ
ーン印刷、転写シートからの転写印刷が挙げられる。
【０１１８】
　使用されるインキまたは塗料は、代表的には、バインダーと着色剤と溶媒と必要に応じ
て用いられ得る任意の適切な添加剤とを含む。バインダーとしては、塩素化ポリオレフィ
ン（例えば、塩素化ポリエチレン、塩素化ポリプロピレン）、ポリエステル系樹脂、ウレ
タン系樹脂、アクリル系樹脂、酢酸ビニル樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、セル
ロース系樹脂が挙げられる。バインダー樹脂は、単独で用いてもよく２種以上を併用して
もよい。１つの実施形態においては、バインダー樹脂は熱重合性樹脂である。熱重合性樹
脂は、光重合性樹脂に比べて使用量が少なくてすむので、着色剤の使用量（着色層におけ
る着色剤含有量）を増大させることができる。その結果、特に黒色の着色層を形成する場
合に、全光線透過率が非常に小さく、優れた隠蔽性を有する着色層を形成することができ
る。１つの実施形態においては、バインダー樹脂はアクリル系樹脂であり、好ましくは多
官能モノマー（例えば、ペンタエリスリトールトリアクリレート）を共重合成分として含
むアクリル系樹脂である。多官能モノマーを共重合成分として含むアクリル系樹脂を用い
ることにより、適切な弾性率を有する着色層が形成され得るので、位相差フィルムをロー
ル形状とする場合にブロッキングを良好に防止することができる。加えて、印刷層の厚み
による段差も形成され、当該段差がブロッキング防止に効果的に機能し得る。
【０１１９】
　着色剤としては、目的に応じて任意の適切な着色剤が用いられ得る。着色剤の具体例と
しては、チタン白、亜鉛華、カーボンブラック、鉄黒、弁柄、クロムバーミリオン、群青
、コバルトブルー、黄鉛、チタンイエロー等の無機顔料；フタロシアニンブルー、インダ
スレンブルー、イソインドリノンイエロー、ベンジジンイエロー、キナクリドンレッド、
ポリアゾレッド、ペリレンレッド、アニリンブラック等の有機顔料または染料；アルミニ
ウム、真鍮等の鱗片状箔片からなる金属顔料；二酸化チタン被覆雲母、塩基性炭酸鉛等の
鱗片状箔片からなる真珠光沢顔料（パール顔料）が挙げられる。黒色の着色層を形成する
場合には、カーボンブラック、鉄黒、アニリンブラックが好適に用いられる。この場合、
着色剤は併用することが好ましい。可視光を広範囲かつ均等に吸収し、色付きのない（す
なわち、真っ黒な）着色層を形成し得るからである。例えば、上記の着色剤に加えて、ア
ゾ化合物および／またはキノン化合物が用いられ得る。１つの実施形態においては、着色
剤は、主成分としてのカーボンブラックとその他の着色剤（例えば、アゾ化合物および／
またはキノン化合物）とを含む。このような構成によれば、色つきがなく、かつ、経時安
定性に優れた着色層を形成し得る。黒色の着色層を形成する場合には、着色剤は、バイン
ダー樹脂１００重量部に対して、好ましくは５０重量部～２００重量部の割合で用いられ
得る。この場合、着色剤中のカーボンブラックの含有割合は、好ましくは８０％～１００
％である。このような割合で着色剤（特にカーボンブラック）を用いることにより、全光
線透過率が非常に小さく、かつ、経時安定性に優れた着色層を形成することができる。
【０１２０】
　印刷層の厚みは、好ましくは３μｍ～５μｍである。さらに、印刷層は、厚み３μｍ～
５μｍにおける全光線透過率が好ましくは０．０１％以下であり、より好ましくは０．０
０８％以下である。全光線透過率がこのような範囲であれば、ベゼルを用いることなく有
機ＥＬ表示装置の非表示領域を良好に隠蔽することができる。
【０１２１】
Ｃ．第２の光学積層体
　第２の光学積層体の厚みは、３００μｍ以下であり、好ましくは２８０μｍ以下であり
、より好ましくは２６０μｍ以下であり、さらに好ましくは２５０μｍ以下であり、特に
好ましくは２００μｍ以下である。このような範囲であれば、薄型であり屈曲性に優れ、
かつ、繰り返し屈曲されても破損し難い有機ＥＬ表示装置を得ることができる。また、反
りの少ない有機ＥＬ表示装置を得ることができる。第２の光学積層体の厚みの下限は、そ
の構成にもよるが、例えば、２０μｍである。
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【０１２２】
　第２の光学積層体の平衡水分率は、２．５％以下である。このような範囲であれば、温
湿度環境の変化による反りの発生が抑制された有機ＥＬ表示装置を得ることができる。第
２の光学積層体の平衡水分率は、好ましくは２％以下であり、より好ましくは１．５％以
下である。このような範囲であれば、上記本発明の効果はより顕著となる。第２の光学積
層体の平衡水分率は小さいほど好ましいが、その下限は、例えば、０．１％である。
【０１２３】
　第２の光学積層体の加温（８０℃×２４ｈ）による収縮率は、加温前の面積に対して、
好ましくは１．０％以下であり、より好ましくは０．８％以下、さらに好ましくは０．５
％以下である。このような範囲であれば、環境変化による反りの発生を抑制することがで
きる。
【０１２４】
　第２の光学積層体の引っ張り弾性率は、２５℃において、好ましくは１．５ＧＰａ～１
０ＧＰａであり、より好ましくは２ＧＰａ～８ＧＰａである。このような範囲であれば、
屈曲性に優れ、かつ、破断し難い光学積層体とすることができる。
【０１２５】
　１つの実施形態においては、上記第２の光学積層体は長尺状である。
【０１２６】
　上記のとおり、１つの実施形態においては、第２の光学積層体は、基材と、基材上に設
けられた粘着剤層とを備える。基材としては、上記Ｂ－１項で説明した基材が用いられ得
る。粘着剤層としては、上記Ｂ－４項で説明した粘着剤層が用いられ得る。
【０１２７】
Ｄ．有機ＥＬパネル
　有機ＥＬパネルとしては、本発明の効果が得られる限りにおいて、任意の適切な有機Ｅ
Ｌパネルを採用することができる。図２は、本発明に用いられる有機ＥＬパネルの一形態
を説明する概略断面図である。有機ＥＬパネル２００は、代表的には、基板２１０と、第
１電極２２０と、有機ＥＬ層２３０と、第２電極２４０と、これらを覆う封止層２５０と
を有する。有機ＥＬパネル２００は、必要に応じて、任意の適切な層をさらに有し得る。
例えば、基板上に平坦化層（図示せず）を設けてもよく、第１電極と第２電極との間に短
絡を防止するための絶縁層（図示せず）を設けてもよい。
【０１２８】
　基板２１０は、上記所定の曲率半径で屈曲可能である限りにおいて任意の適切な材料で
構成され得る。基板２１０は、代表的には、可撓性を有する材料で構成される。可撓性を
有する基板を用いれば、上記の本発明の効果に加えて、長尺状の光学積層体を用いる場合
には、有機ＥＬ表示装置をいわゆるロールトゥロールプロセスで製造できるので、低コス
トおよび大量生産を実現し得る。さらに、基板２１０は、好ましくはバリア性を有する材
料で構成される。このような基板は、有機ＥＬ層２３０を酸素や水分から保護し得る。バ
リア性および可撓性を有する材料の具体例としては、可撓性を付与した薄ガラス、バリア
性を付与した熱可塑性樹脂または熱硬化性樹脂フィルム、合金、金属が挙げられる。熱可
塑性樹脂または熱硬化性樹脂としては、例えば、ポリエステル系樹脂、ポリイミド系樹脂
、エポキシ系樹脂、ポリウレタン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、
ポリアミド系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、シリコーン系樹脂、フッ素系樹脂、アクリ
ロニトリル－ブタジエン－スチレン共重合体樹脂が挙げられる。合金としては、例えば、
ステンレス、３６アロイ、４２アロイが挙げられる。金属としては、例えば、銅、ニッケ
ル、鉄、アルミニウム、チタンが挙げられる。基板の厚みは、好ましくは５μｍ～５００
μｍであり、より好ましくは５μｍ～３００μｍであり、さらに好ましくは１０μｍ～２
００μｍである。このような厚みであれば、有機ＥＬ表示装置を上記所定の曲率半径で屈
曲可能とすることができ、ならびに、可撓性、取り扱い性および機械的強度のバランスに
優れる。また、有機ＥＬパネルをロールトゥロールプロセスに好適に用いることができる
。
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【０１２９】
　第１電極２２０は、代表的には陽極として機能し得る。この場合、第１電極を構成する
材料としては、正孔注入性を容易にするという観点から、仕事関数の大きい材料が好まし
い。このような材料の具体例としては、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、インジウム亜鉛
酸化物（ＩＺＯ）、酸化ケイ素を添加したインジウム錫酸化物（ＩＴＳＯ）、酸化タング
ステンを含むインジウム酸化物（ＩＷＯ）、酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化
物（ＩＷＺＯ）、酸化チタンを含むインジウム酸化物（ＩＴｉＯ）、酸化チタンを含むイ
ンジウム錫酸化物（ＩＴＴｉＯ）、モリブテンを含む酸化インジウムスズ（ＩＴＭＯ）な
どの透明導電性材料；ならびに、金、銀、白金などの金属およびそれらの合金が挙げられ
る。
【０１３０】
　有機ＥＬ層２３０は、種々の有機薄膜を含む積層体である。図示例では、有機ＥＬ層２
３０は、正孔注入性有機材料（例えば、トリフェニルアミン誘導体）からなり、陽極から
の正孔注入効率を向上させるべく設けられた正孔注入層２３０ａと、例えば銅フタロシア
ニンからなる正孔輸送層２３０ｂと、発光性有機物質（例えば、アントラセン、ビス〔Ｎ
－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニル〕ベンジジン、Ｎ，Ｎ´－ジフェニル－Ｎ－Ｎ－ビス
（１－ナフチル）－１，１´－（ビフェニル）－４，４´－ジアミン（ＮＰＢ））からな
る発光層２３０ｃと、例えば８－キノリノールアルミニウム錯体からなる電子輸送層２３
０ｄと、電子注入性材料（例えば、ペリレン誘導体、フッ化リチウム）からなり、陰極か
らの電子注入効率を向上させるべく設けられた電子注入層２３０ｅと、を有する。有機Ｅ
Ｌ層２３０は、図示例に限定されず、発光層２３０ｃにおいて電子と正孔とが再結合して
発光を生じさせ得る任意の適切な組み合わせが採用され得る。有機ＥＬ層２３０の厚みは
、できる限り薄いことが好ましい。発光した光を可能な限り透過させることが好ましいか
らである。有機ＥＬ層２３０は、例えば５ｎｍ～２００ｎｍ、好ましくは１０ｎｍ程度の
きわめて薄い積層体で構成され得る。
【０１３１】
　第２電極２４０は、代表的には陰極として機能し得る。この場合、第２電極を構成する
材料としては、電子注入を容易にして発光効率を上げるという観点から、仕事関数の小さ
い材料が好ましい。このような材料の具体例としては、アルミニウム、マグネシウムおよ
びこれらの合金が挙げられる。
【０１３２】
　封止層２５０は、任意の適切な材料で構成される。封止層２５は、好ましくは、バリア
性および透明性に優れた材料で構成される。封止層を構成する材料の代表例としては、エ
ポキシ樹脂、ポリ尿素が挙げられる。１つの実施形態においては、封止層２５０は、エポ
キシ樹脂（代表的には、エポキシ樹脂接着剤）を塗工し、その上にバリア性シートを貼り
付けて形成してもよい。
【０１３３】
　有機ＥＬパネル２００は、好ましくは、ロールトゥロールプロセスで連続的に製造され
得る。有機ＥＬパネル２００は、例えば２０１２－１６９２３６号公報に記載の手順に準
じた手順で製造され得る。当該公報の記載は、本明細書に参考として援用される。さらに
、有機ＥＬパネル２００は、長尺状の光学積層体１００とロールトゥロールプロセスで連
続的に積層されて、有機ＥＬ表示装置３００が連続的に製造され得る。
【０１３４】
　なお、屈曲可能な有機ＥＬ表示装置の詳細は、例えば、特許第４６０１４６３号または
特許第４７０７９９６号に記載されている。これらの記載は、参考として本明細書に援用
される。
【実施例】
【０１３５】
　以下、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって限
定されるものではない。実施例における評価方法は下記の通りである。また、実施例にお
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いて、特に明記しない限り、「部」および「％」は重量基準である。
【０１３６】
（１）第１の光学積層体および第２の光学積層体の平衡水分率
　第１の光学積層体および第２の光学積層体をそれぞれ、１００ｍｍ×１５０ｍｍにカッ
トし、測定サンプルとした。該サンプルを湿度５５％、温度２３℃で２４時間放置した後
、該サンプルの重量（ａ）を測定した。１２０℃に５時間投入し、取り出し直後の重量（
ｂ）を測定した。下記式より平衡水分率を算出した。
　平衡水分率（％）：（ａ－ｂ）／ａ×１００
【０１３７】
（２）耐折性試験
　図３に示す株式会社井元製作所製の耐折試験機を用いた。
　有機ＥＬ表示装置１００の一方端を、折り曲げ可能な治具Ａに固定し、他方端には所定
荷重（１００ｇ／１０ｍｍ）を掛けた。基材側を内側として１０ｍｍφのマンドレルＢを
挟み（すなわち、屈曲部の曲率半径を５ｍｍとし）、治具Ａを折り曲げることにより、有
機ＥＬ表示装置１００を、フラットな状態から屈曲角度Ｘが１７５°になるまで、屈曲さ
せた。なお、マンドレルとしては、表面がフッ素含有アルマイト処理（ＴＵＦＲＡＭ（登
録商標））されたものを用いた。
　上記屈曲を１０万回（治具を１０万往復）行った後、目視および顕微鏡観察によって、
表示装置の破断、亀裂、および層間剥離の有無を確認した。
　表示装置の破断、亀裂、および層間剥離が確認されなかった場合を〇、表示装置の破断
、亀裂、および層間剥離が確認された場合を×とする。
【０１３８】
（３）反り
　有機ＥＬ表示装置（対角線５インチの矩形状）を水平面に載置し、４隅それぞれの水平
面からの高さを測定した。４つの測定値の平均値を反り量とした。
◎：反りなし
○：反り量１ｍｍ以下
△：反り量１～３ｍｍ以下。実使用上問題なし。
×：反り量が３ｍｍを超える。実使用上問題あり。
【０１３９】
（４）弾性率
　第２の光学積層体の弾性率を、ＪＩＳ　Ｋ　７１２７（試験片：ダンベル試験片）に準
じて測定した。
【０１４０】
［実施例１］
（偏光子Ａの作製）
　特開２０１６－１２６１３０の実施例１と同様の方法により、偏光子（厚み：５μｍ）
を得た。
（位相差フィルムＡの作製）
　特開２０１６－１２６１３０の実施例１と同様の方法により、位相差フィルム（厚み：
５５μｍ）を得た。
（粘着剤層の作製）
　攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器を備えた四つ口フラスコに、ブチルアクリ
レート９９重量部、４－ヒドロキシブチルアクリレート１重量部、重合開始剤として２，
２’－アゾビスイソブチロニトリル０．２重量部、重合溶媒として酢酸エチル２００重量
部を仕込み、十分に窒素置換した後、窒素気流下で撹拌しながらフラスコ内の液温を５５
℃付近に保って１０時間重合反応を行い、アクリル系ポリマー溶液を調製した。上記アク
リル系ポリマーの重量平均分子量は１５０万であった。
　上記アクリル系ポリマー溶液の固形分１００重量部に、過酸化物としてジベンゾイルパ
ーオキシド（日本油脂社製、商品名「ナイパーＢＭＴ」）０．２重量部、イソシアネート
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系架橋剤としてトリメチロールプロパン／トリレンジイソシアネートのアダクト体（日本
ポリウレタン工業社製、商品名「コロネートＬ」）０．２重量部と、シランカップリング
剤（信越化学工業社製、商品名「ＫＢＭ４０３」）０．１重量部を、均一に混合撹拌して
、アクリル系粘着剤溶液Ａ（固形分１５重量％）を調製した。
　上記アクリル系粘着剤溶液を、離型処理を施したポリエチレンテレフタレートフィルム
（厚さ：３８μｍ）のセパレーター上に塗布し、１５５℃で１分間加熱して、乾燥後の厚
さが５０μｍの粘着剤層を形成した。
（第１の光学積層体Ａの作製）
　基材としてのポリアリレート樹脂フィルム（厚み：４０μｍ）と、上記偏光子Ａと、上
記位相差フィルムＡとを、この順に接着剤（厚み：１μｍ）を介して貼り合わせた。さら
に、位相差フィルムＡの偏光子Ａとは反対側の面に、上記粘着剤層を転写して、総厚みが
１５２μｍの第１の光学積層体Ａ（基材（４０μｍ）／接着剤（１μｍ）／偏光子Ａ（５
μｍ）／接着剤（１μｍ）／位相差フィルムＡ（５５μｍ）／粘着剤層（５０μｍ））を
得た。このとき、偏光子Ａの吸収軸と位相差フィルムＡの遅相軸とのなす角は、４８°と
した。
　得られた第１の光学積層体Ａを上記（１）の評価に供した。結果を表２に示す。
【０１４１】
（第２の光学積層体Ａの作製）
　ＯＨ基を３個有するポリオール（旭硝子社製、商品名「プレミノールＳ３０１１」、Ｍ
ｎ＝１００００）８５重量部と、ＯＨ基を３個有するポリオール（三洋化成社製、商品名
「サンニックスＧＰ－３０００」、Ｍｎ＝３０００）１３重量部と、ＯＨ基を３個有する
ポリオール（三洋化成社製、商品名「サンニックスＧＰ－１０００」）２重量部と、多官
能脂環族系イソシアネート化合物（日本ポリウレタン工業社製、商品名「コロネートＨＸ
」）１８重量部と、触媒（日本化学産業株式会社製、商品名「ナーセム第２鉄」）０．０
４重量部と、劣化防止剤（ＢＡＳＦ社製、商品名「Ｉｒｇａｎｏｘ１０１０」）０．５重
量部と、脂肪酸エステル（ミリスチン酸イソプロピル、花王社製、商品名「エキセパール
ＩＰＭ」、Ｍｎ＝２７０）３０重量部と、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビス（
フルオロメタンスルホニル）イミド（第一工業製薬社製、商品名「ＡＳ１１０」）１．５
重量部と、両末端型のポリエーテル変性シリコーンオイル（信越化学工業社製、商品名「
ＫＦ－６００４」）０．０１重量部と、希釈溶剤としての酢酸エチル２４１重量部とを配
合し、ディスパーで撹拌し、ウレタン系粘着剤組成物Ｂを得た。
　ファウンテンロールを用いて、上記ウレタン系粘着剤組成物を、ポリエステル樹脂基材
（東レ社製、商品名「ルミラーＳ１０」、厚み：３８μｍ）に塗布し、乾燥温度１３０℃
、乾燥時間３分の条件でキュアーして乾燥して、総厚み６３μｍの第２の光学積層体Ａ（
基材（３８μｍ）／粘着剤層（２５μｍ））を得た。
　得られた第２の光学積層体Ａを上記（１）および（４）の評価に供した。結果を表２に
示す。
【０１４２】
（有機ＥＬ表示装置の作製）
　上記第１の光学積層体Ａおよび第２の光学積層体Ａを５インチサイズに切り出し、５イ
ンチの有機ＥＬパネルの視認側に第１の光学積層体Ａの粘着剤層側を貼り合せた。次いで
、該有機ＥＬパネルの背面側に第２の光学積層体Ａの粘着剤層側を貼り合せて、有機ＥＬ
表示装置を得た。
　得られた有機ＥＬ表示装置を上記（２）および（３）の評価に供した。結果を表２に示
す。
【０１４３】
［実施例２］
（第１の光学積層体Ｂの作製）
　特開２０１６－１２６１３０の実施例２と同様の方法により、液晶配向固化層（第１の
液晶配向固化層（λ／２板）および第２の液晶配向固化層（λ／４板））からなる光学補
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償層Ａ（厚み：３μｍ）を形成した。
　位相差フィルムＡに代えて、光学補償層Ａを配置したこと以外は、実施例１と同様にし
て、総厚みが１００μｍの第１の光学積層体Ｂ（基材（４０μｍ）／接着剤（１μｍ）／
偏光子Ａ（５μｍ）／接着剤（１μｍ）／液晶配向固化層からなる光学補償層Ａ（３μｍ
）／粘着剤層（５０μｍ））を得た。なお、液晶配向固化層からなる光学補償層Ａは第１
の液晶配向固化層が偏光子Ａがとなるように配置した。また、第１の液晶配向固化層の遅
相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度は１５°とし、第２の液晶配向固化層の遅相軸と偏光
子の吸収軸とのなす角度は７５°とした。
　得られた第１の光学積層体Ｂを上記（１）の評価に供した。結果を表２に示す。
【０１４４】
（有機ＥＬ表示装置の作製）
　第１の光学積層体Ａに代えて、第１の光学積層体Ｂを用いたこと以外は、実施例１と同
様にして有機ＥＬ表示装置を得た。
　得られた有機ＥＬ表示装置を上記（２）および（３）の評価に供した。結果を表２に示
す。
【０１４５】
［実施例３］
（ＩＴＯフィルムの作製）
　厚み５０μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムからなる基材（屈折率：１．６５
）の一方の面に、メラミン樹脂、アルキド樹脂及び有機シラン縮合物からなる熱硬化型樹
脂（重量比で、メラミン樹脂：アルキド樹脂：有機シラン縮合物＝２：２：１）を塗工し
、これを硬化させて、厚み３５ｎｍの透明誘電体（アンダーコート）層（屈折率：１．５
４）を形成した。
　次いで、透明誘電体層上に、アルゴンガス９５％と酸素ガス５％の混合ガス（０．５Ｐ
ａ）の雰囲気下、酸化インジウム９７重量％、酸化スズ３重量％の焼結体材料を用いて反
応性スパッタリング法により、透明導電層として厚み２２ｎｍのＩＴＯ膜（屈折率：２．
００）を形成した。このフィルムを１４０℃の条件で６０分間加熱し、ＩＴＯ膜を結晶化
させ、厚みが５０μｍのＩＴＯフィルムを作製した。
（第１の光学積層体Ｃの作製）
　カバーフィルムとしてのポリアリレート樹脂フィルム（厚み：４０μｍ）と、上記アク
リル系粘着剤溶液Ａから形成される粘着剤層（厚み：５０μｍ）と、基材としてのポリイ
ミド樹脂フィルム（厚み：２０μｍ）と、接着剤層（厚み：１μｍ）と、上記偏光子Ａ（
厚み：５μｍ）と、接着剤層（厚み：１μｍ）と、上記液晶配向固化層からなる光学補償
層Ａ（厚み：３μｍ）と、上記アクリル系粘着剤溶液Ａから形成される粘着剤層（厚み：
２０μｍ）と、上記ＩＴＯフィルム（厚み：５０μｍ）と、上記アクリル系粘着剤溶液Ａ
から形成される粘着剤層（厚み：５０μｍ）とをこの順に積層して、総厚みが２４０μｍ
の第１の光学積層体Ｃを作製した。なお、液晶配向固化層からなる光学補償層Ａは第１の
液晶配向固化層が偏光子Ａがとなるように配置した。また、第１の液晶配向固化層の遅相
軸と偏光子の吸収軸とのなす角度は１５°とし、第２の液晶配向固化層の遅相軸と偏光子
の吸収軸とのなす角度は７５°とした。
　得られた第１の光学積層体Ｃを上記（１）の評価に供した。結果を表２に示す。
【０１４６】
（有機ＥＬ表示装置の作製）
　第１の光学積層体Ａに代えて、第１の光学積層体Ｃを用いたこと以外は、実施例１と同
様にして有機ＥＬ表示装置を得た。
　得られた有機ＥＬ表示装置を上記（２）および（３）の評価に供した。結果を表２に示
す。
【０１４７】
［実施例４］
（第２の光学積層体Ｂの作製）
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　ポリエステル樹脂基材の厚みを７５μｍとし、粘着剤層の厚みを５０μｍとしたこと以
外は、実施例１と同様にして、総厚みが１２５μｍの第２の光学積層体Ｂを作製した。
　得られた第２の光学積層体Ｂを上記（１）および（４）の評価に供した。結果を表２に
示す。
【０１４８】
（有機ＥＬ表示装置の作製）
　第２の光学積層体Ａに代えて、第２の光学積層体Ｂを用いたこと以外は、実施例３と同
様にして有機ＥＬ表示装置を得た。
　得られた有機ＥＬ表示装置を上記（２）および（３）の評価に供した。結果を表２に示
す。
【０１４９】
［実施例５］
（偏光子Ｂの作製）
　特開２０１６－１２６１３０の比較例１と同様の方法により、偏光子Ｂ（厚み：２２μ
ｍ）を得た。
（第１の光学積層体Ｄの作製）
　偏光子Ａに代えて、偏光子Ｂを用いたこと以外は、実施例３と同様にして、総厚みが２
５７μｍの第１の光学積層体Ｄ（ポリアリレート樹脂フィルム（４０μｍ）／粘着剤層（
５０μｍ）／基材（２０μｍ）／接着剤層（１μｍ）／偏光子Ｂ（２２μｍ）／接着剤層
（１μｍ）／液晶配向固化層からなる光学補償層Ａ（３μｍ）／粘着剤層（２０μｍ）／
ＩＴＯフィルム（５０μｍ）／粘着剤層（５０μｍ））を得た。
　得られた第１の光学積層体Ｄを上記（１）の評価に供した。結果を表２に示す。
【０１５０】
（有機ＥＬ表示装置の作製）
　第１光学積層体Ｃに代えて第１の光学積層体Ｄを用い、第２の光学積層体Ａに代えて第
２の光学積層体Ｂを用いたこと以外は、実施例３と同様にして有機ＥＬ表示装置を得た。
　得られた有機ＥＬ表示装置を上記（２）および（３）の評価に供した。結果を表２に示
す。
【０１５１】
［比較例１］
（第１の光学積層体Ｅの作製）
　基材としてのポリイミド樹脂フィルムに代えて、トリアセチルセルロースフィルム（厚
み：４０μｍ）を用い、液晶配向固化層からなる光学補償層Ａに代えて位相差フィルムＡ
（厚み：５５μｍ）を用いたこと以外は、実施例３と同様にして、総厚みが３１２μｍの
第１の光学積層体Ｅを得た。
　得られた第１の光学積層体Ｅを上記（１）の評価に供した。結果を表２に示す。
【０１５２】
（有機ＥＬ表示装置の作製）
　第１光学積層体Ｃに代えて第１の光学積層体Ｅを用いたこと以外は、実施例３と同様に
して有機ＥＬ表示装置を得た。
　得られた有機ＥＬ表示装置を上記（２）および（３）の評価に供した。結果を表２に示
す。
【０１５３】
［比較例２］
（第１の光学積層体Ｆの作製）
　偏光子Ａに代えて、偏光子Ｂ（厚み：２２μｍ）を用いたこと以外は、実施例１と同様
にして第１の光学積層体Ｆを得た。
　得られた第１の光学積層体Ｆを上記（１）の評価に供した。結果を表２に示す。
【０１５４】
（有機ＥＬ表示装置の作製）
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　第１光学積層体Ａに代えて第１の光学積層体Ｆを用いたこと以外は、実施例１と同様に
して有機ＥＬ表示装置を得た。
　得られた有機ＥＬ表示装置を上記（２）および（３）の評価に供した。結果を表２に示
す。
【０１５５】
［比較例３］
（第１の光学積層体Ｇの作製）
　カバーフィルムとしてのポリアリレート樹脂フィルム（厚み：４０μｍ）に代えて、ポ
リアリレート樹脂フィルム（厚み：１００μｍ）を用いたこと以外は、実施例３と同様に
して、総厚みが４００μｍの第１の光学積層体Ｇ（ポリアリレート樹脂フィルム（２００
μｍ）／粘着剤層（５０μｍ）／基材（２０μｍ）／接着剤層（１μｍ）／偏光子Ａ（５
μｍ）／接着剤層（１μｍ）／液晶配向固化層からなる光学補償層Ａ（３μｍ）／粘着剤
層（２０μｍ）／ＩＴＯフィルム（５０μｍ）／粘着剤層（５０μｍ））を得た。
　得られた第１の光学積層体Ｇを上記（１）の評価に供した。結果を表２に示す。
【０１５６】
（第２の光学積層体Ｃの作製）
　ポリエステル樹脂基材の厚みを１５０μｍとし、粘着剤層の厚みを１００μｍとしたこ
と以外は、実施例１と同様にして、総厚みが２５０μｍの第２の光学積層体Ｃを作製した
。
　得られた第２の光学積層体Ｃを上記（１）および（４）の評価に供した。結果を表２に
示す。
【０１５７】
（有機ＥＬ表示装置の作製）
　第１光学積層体Ｃに代えて第１の光学積層体Ｇを用い、第２の光学積層体Ａに代えて第
２の光学積層体Ｃを用いたこと以外は、実施例３と同様にして有機ＥＬ表示装置を得た。
　得られた有機ＥＬ表示装置を上記（２）および（３）の評価に供した。結果を表２に示
す。
【０１５８】
　表１に、実施例および比較例で作製した有機ＥＬ表示装置の構成の概略を示す。なお、
表１においては、接着剤層の記載が省略されている。
【０１５９】
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【０１６０】
【表２】

【０１６１】
　表１から明らかなように、本発明によれば、第１の光学積層体および第２の光学積層体
の厚みと平衡水分率とを適切に調整することにより、屈曲耐性に優れ、かつ、環境変化に
よる反りの発生が抑制された有機ＥＬ表示装置を提供することができる。
【符号の説明】
【０１６２】
１００　有機ＥＬ表示装置
２００　有機ＥＬパネル
３００　第１の光学積層体
４００　第２の光学積層体
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